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最終改正：平成一九年三月三〇日法律第七号 

 

 第一章 総則  

（この法律の目的）  

第一条  この法律は、文化財を保存し、且つ、その活用を図り、もつて国民の文化的向上に資するととも

に、世界文化の進歩に貢献することを目的とする。  

（国民、所有者等の心構）  

第四条  一般国民は、政府及び地方公共団体がこの法律の目的を達成するために行う措置に誠実に協

力しなければならない。  

２  文化財の所有者その他の関係者は、文化財が貴重な国民的財産であることを自覚し、これを公共の

ために大切に保存するとともに、できるだけこれを公開する等その文化的活用に努めなければならない。  

３  政府及び地方公共団体は、この法律の執行に当つて関係者の所有権その他の財産権を尊重しなけ

ればならない。  

 

 第六章 埋蔵文化財  

（調査のための発掘に関する届出、指示及び命令）  

第九十二条  土地に埋蔵されている文化財（以下「埋蔵文化財」という。）について、その調査のため土

地を発掘しようとする者は、文部科学省令の定める事項を記載した書面をもつて、発掘に着手しようとする

日の三十日前までに文化庁長官に届け出なければならない。ただし、文部科学省令の定める場合は、こ

の限りでない。  

２  埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるときは、文化庁長官は、前項の届出に係る発掘に関し

必要な事項及び報告書の提出を指示し、又はその発掘の禁止、停止若しくは中止を命ずることができる。  

（土木工事等のための発掘に関する届出及び指示）  

第九十三条  土木工事その他埋蔵文化財の調査以外の目的で、貝づか、古墳その他埋蔵文化財を包

蔵する土地として周知されている土地（以下「周知の埋蔵文化財包蔵地」という。）を発掘しようとする場合

には、前条第一項の規定を準用する。この場合において、同項中「三十日前」とあるのは、「六十日前」と

読み替えるものとする。  

２  埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるときは、文化庁長官は、前項で準用する前条第一項の

届出に係る発掘に関し、当該発掘前における埋蔵文化財の記録の作成のための発掘調査の実施その他

の必要な事項を指示することができる。  

（国の機関等が行う発掘に関する特例）  

第九十四条  国の機関、地方公共団体又は国若しくは地方公共団体の設立に係る法人で政令の定める

もの（以下この条及び第九十七条において「国の機関等」と総称する。）が、前条第一項に規定する目的

で周知の埋蔵文化財包蔵地を発掘しようとする場合においては、同条の規定を適用しないものとし、当該

国の機関等は、当該発掘に係る事業計画の策定に当たつて、あらかじめ、文化庁長官にその旨を通知し

なければならない。  

２  文化庁長官は、前項の通知を受けた場合において、埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めると

きは、当該国の機関等に対し、当該事業計画の策定及びその実施について協議を求めるべき旨の通知

をすることができる。  

３  前項の通知を受けた国の機関等は、当該事業計画の策定及びその実施について、文化庁長官に協

議しなければならない。  

４  文化庁長官は、前二項の場合を除き、第一項の通知があつた場合において、当該通知に係る事業

計画の実施に関し、埋蔵文化財の保護上必要な勧告をすることができる。  



文化財保護法全文は以下のホームページから確認できます。 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S25/S25HO214.html 

５  前各項の場合において、当該国の機関等が各省各庁の長（国有財産法 （昭和二十三年法律第七十

三号）第四条第二項 に規定する各省各庁の長をいう。以下同じ。）であるときは、これらの規定に規定す

る通知、協議又は勧告は、文部科学大臣を通じて行うものとする。  

（埋蔵文化財包蔵地の周知）  

第九十五条  国及び地方公共団体は、周知の埋蔵文化財包蔵地について、資料の整備その他その周

知の徹底を図るために必要な措置の実施に努めなければならない。  

２  国は、地方公共団体が行う前項の措置に関し、指導、助言その他の必要と認められる援助をすること

ができる。  

（遺跡の発見に関する届出、停止命令等）  

第九十六条  土地の所有者又は占有者が出土品の出土等により貝づか、住居跡、古墳その他遺跡と認

められるものを発見したときは、第九十二条第一項の規定による調査に当たつて発見した場合を除き、そ

の現状を変更することなく、遅滞なく、文部科学省令の定める事項を記載した書面をもつて、その旨を文

化庁長官に届け出なければならない。ただし、非常災害のために必要な応急措置を執る場合は、その限

度において、その現状を変更することを妨げない。  

２  文化庁長官は、前項の届出があつた場合において、当該届出に係る遺跡が重要なものであり、かつ、

その保護のため調査を行う必要があると認めるときは、その土地の所有者又は占有者に対し、期間及び

区域を定めて、その現状を変更することとなるような行為の停止又は禁止を命ずることができる。ただし、

その期間は、三月を超えることができない。  

３  文化庁長官は、前項の命令をしようとするときは、あらかじめ、関係地方公共団体の意見を聴かなけ

ればならない。  

４  第二項の命令は、第一項の届出があつた日から起算して一月以内にしなければならない。  

５  第二項の場合において、同項の期間内に調査が完了せず、引き続き調査を行う必要があるときは、

文化庁長官は、一回に限り、当該命令に係る区域の全部又は一部について、その期間を延長することが

できる。ただし、当該命令の期間が、同項の期間と通算して六月を超えることとなつてはならない。  

６  第二項及び前項の期間を計算する場合においては、第一項の届出があつた日から起算して第二項

の命令を発した日までの期間が含まれるものとする。  

７  文化庁長官は、第一項の届出がなされなかつた場合においても、第二項及び第五項に規定する措

置を執ることができる。  

８  文化庁長官は、第二項の措置を執つた場合を除き、第一項の届出がなされた場合には、当該遺跡

の保護上必要な指示をすることができる。前項の規定により第二項の措置を執つた場合を除き、第一項

の届出がなされなかつたときも、同様とする。  

９  第二項の命令によつて損失を受けた者に対しては、国は、その通常生ずべき損失を補償する。  

１０  前項の場合には、第四十一条第二項から第四項までの規定を準用する。  

（国の機関等の遺跡の発見に関する特例）  

第九十七条  国の機関等が前条第一項に規定する発見をしたときは、同条の規定を適用しないものとし、

第九十二条第一項又は第九十九条第一項の規定による調査に当たつて発見した場合を除き、その現状

を変更することなく、遅滞なく、その旨を文化庁長官に通知しなければならない。ただし、非常災害のた

めに必要な応急措置を執る場合は、その限度において、その現状を変更することを妨げない。  

２  文化庁長官は、前項の通知を受けた場合において、当該通知に係る遺跡が重要なものであり、かつ、

その保護のため調査を行う必要があると認めるときは、当該国の機関等に対し、その調査、保存等につい

て協議を求めるべき旨の通知をすることができる。  

３  前項の通知を受けた国の機関等は、文化庁長官に協議しなければならない。  

４  文化庁長官は、前二項の場合を除き、第一項の通知があつた場合において、当該遺跡の保護上必

要な勧告をすることができる。  

５  前各項の場合には、第九十四条第五項の規定を準用する。  


